
老朽化の進展－橋・公営住宅・学校

老朽化してほっとくとやはり危ない。それ

で、今国が一斉にやっているのは橋のチェッ

クです。日本は３分の２が山です。山と谷な

ので、橋とかトンネルがすごく多いのです。

これが日本の公共工事費が高い原因になって

いるのですね。それで、橋の老朽化というの

は国が一斉にやり始めています。もうあと１

年ぐらいで終わるのかな。５年間でチェック

して、その後また５年間次のサイクルでやっ

て72万橋あると言われていますが、そのうち

の実はこれ見ていただくと分かるんですけど、

ほとんど市区町村です。区というのは東京23

区、ほとんど市町村、政令市まで入れると４

分の３、ちょうど75％ぐらいが市町村なので

す。だから、これもやはり市町村がやらない

かん、国のほうは都市企画公団とかがやった

らいいかもしれないけど、１本とか２本とか

大きい現場。でも、市町村はものすごく抱え

ていますので、これが大きいのです。しかも

どんどん古くなっていっているということが

あります。それで、さらに昔は適当でよかっ

たという、適当が許されるのですね。近く行っ

てみなさいと。昔は遠くから見て大丈夫そう

かなというか近くで見ないわけですね。それ

一斉にやるから、国は一斉にやるからもう自

治体対応できないのですよ。だって業者さん

にお願いしないといけない、業者さんもいな

いわけですね。そういう状態になっていると

いうことです。

それで、2016年まで結果出ているのですけ
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5月20日(日)に名城大学ナゴヤドーム前キャン

パスにおいて、第44回東海自治体学校を開催しま

した。前月号に引き続き特集します。前月号では、

森裕之立命館大学教授の基調講演「公共施設の統

廃合で地域・コミュニティは発展できるのか」に

ついて前半部分を掲載しましたが、今回はその後

半をお送りします。また分科会報告として分科会

５「奨学金制度と自己破産～教育無償化をめぐっ

て～」を紹介します。

＜前回掲載の内容＞

(その１)

○経済・財政再生計画－まち・ひと・しごと創生「長期

ビジョン」と装具戦略

○日本型コンパクトシティ＝立地適正化計画につい

て公共施設の再編のパターン

○居住誘導区域に設定されると不動産が暴落

○公共施設の統廃合＝人の誘導

○起債措置について

○統廃合・再編―病院と水道の場合

○都市機能誘導区域について

■ 第44回東海自治体学校全体会：基調講演

公共施設の統廃合で、
地域、コミュニティは発展できるか（その２）

講師 森裕之（立命館大学教授）



ども、こっちが橋トンネル付属物で橋が圧倒

的に多いんですね。それで、0.1％が緊急措

置。緊急措置というのはもう通行止めるか通

行制限するか重量制限するかなんかせいとい

う話で、0.1は小さいようにみえるけど、数

からみたら多いです。

浜松は公共施設の統廃合一番多いのですね。

やはりどんどんやりますね。水道の民営化も

どんどんやりますね。どんな市長さんなのか

知らないのですけど、やっていますね。それ

で、付け替えやとか廃止とか、それで、廃止

とか言うてるとこも結構数としては多いのだ

けども、廃止するのはたいへんですよ、誰も

通れなかったらいいですよ。日々使ってたら

これたいへんですわ。ちょっと遠回りしてく

ださいと言うのは簡単やけど、特に高齢者の

人とか言ったら本当たいへんなのです。その

足どう確保するの。それで、撤去だけでも数

百万から千万数千万円かかります。これ修繕

になると数千万から数億円かかりますわ。だ

から自治体としては廃止したいなというんで

すね。浜松が４カ所で一番多いというふうに

言われています。

それで、公営住宅も同じです。公営住宅も

同じように古くなっているということです。

都道府県の施設は公営住宅と高等学校なんで

すね。ここも大事です。それで、それも古く

なっているからどうするのと。

それで、学校になるとこれ老朽化するとや

はりたいへんなのですね。これも何年かかか

るんですよ。学校の経年劣化によって、だか

ら、モルタルとかタイルとか窓とか脱落する

事故というのは我々知らんうちによく起こっ

ていて、2011年の１年間で１万４千件なんで

すよ。それで、公立の小学校中学校というの

は大体３万ぐらいあって、単純に割ると２戸

に１件でなんか起こっていることなのですね。

だから放置しとくとこれたいへんなことにな

る。うちは工事をやったと。あれは耐震化な

んです。老朽化の対策じゃないのです。上手

なところはセットでやっているのですけど、

そうやってないところも多いのですよね。だ

から、これは確かになんか対応しないといけ

ないという話になっているわけです。

それで、ちょっとこのへんは先ほど申し上

げた通りですね。作るときは金いらないので

すよ、今ね。補助金も出るし、それで、地方

債なんで。しかも先ほど見たように、公共施

設に関連するものが有利な起債と言いますけ

れど、これ借金したら、普通この借金は分割

で自治体は払うんですけども、そのうちの半

分は地方交付税交付金で国からきますという

話なので、有利になるんですね。それで、頭

金はこっちからこっちだけ取ると１割だけで

いいんです、１割りだけ。だから、90％のう

ちの半分で、45％は国からお金がくる。自治

体の負担は55％だけという計算になります、

なるんですね。それに補助金が付いてくる場

合あるわけ。だから、つくるときはそんな金

かからない。ここだけでいい、こことここの

一部なのです。

ところが、つくった後は全部自分のところ

の金でやらないかん。それで、これがまだ少

ないのですよ。今少ない。自治体で大事なの

はこれの総額なのです。一般財源の総額なの

ですね。ところが、毎年毎年予算みてくれば

分かります。総務省が財務省にやられた後で

自治体なんて説明するかって、今年もちゃん

と一般財源を対前年度並みに確保したという

わけですよ。対前年度確保っていうけれど、

要するに落としているのですよね。つまりど

んどん民生関係の経費が増えている中で、一

般財源の持ち出しというのは毎年増えてって

いるのですよ。ちょっとした自治体でも毎年

１億２億円ずつ増えてっているわけです。な

のに一般財源対は前年度並み確保ってえらそ

うな顔するんじゃねえぞ、増やしてこんかい

みたいな話なのですが、財務省の力が強いか

らそうなっているんですよ。だから、延べ床

面積を減らして施設の数を減らしてここへか

からんようにしたいなという自治体の意向と

いうのは強くなるということなのですね。も

しそれを変えていこうとすると、やはりここ

の財源保障をちゃんとしないといけないとい
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うことです。

公共施設再編のパターン

相模原市の例

それで、今日ちょっとご紹介したいという

事例パターンが三つあります。一つ目はこの

計画づくりを優先するということです。それ

で、優先するというのはどういうことか、実

行できないんですね。怖くて実行できにくい

自治体です。まあその中でもとても重要な示

唆を出している自治体があるので紹介してい

ます。二つ目は先程来からお話してる浜松も

計画はいいけど、とにかく実行だけするんだ

と、実行 優先自治体。それで、施設はうち

はもう無くさないと、全部長寿命化というの

は大阪の堺市ですね。とにかく住民参加でい

こうぜというのがさいたま市や新潟市です。

まず相模原。これまた自治体の話とか財政

的にどうなっているとかというのは、また見

ていただければいいんですけども、ポイント

だけ言うと、大体年間72億円ぐらい経費を落

とさないといけないという試算を出すんです。

その試算を日本でもっとも早く出したのは相

模原なんです。それで、その72億円削減する

ためにどうするのかというメニューがこうあ

るわけです。それで、昔大きくつくった小学

校をまた大きく建て替える必要はないやろう

と。だって子どもたち減っていますからとい

うことで中規模に建てたんです。

二つ目は統廃合したり建築したり

して延べ床面積の削減、それで、

項目としてはアイウがある。それ

で、三つ目が民間活用によるコス

ト削減。これはPMYですね。それ

で、どれぐらい効果があるのかと

いうと、これ総額でいうと年間73

億円はかなり効果出ているなと分

かるわけですね。でも、内訳みる

とどこで効果が出ているかという

のがあって、これ真ん中なんです

よ。２番目なんですね。２番目と

いうのは統廃合のことです。じゃ

あどこで効果が出るのかというと、二つなん

です。

一つは延べ床面積を削減したら建設費少な

くて済みますから、それで効果が出ると。も

う一つは統廃合したら先ほど言いましたけど

も、維持管理の経費かからないんですね。そ

れで、それが14.7億円とかなり大きいわけで

す。それで、この効果が73億円に大きく寄与

しています。それで、ちなみにPFYはこれ１

割りで１割り削減できるということで建設費

で１割削減できるということでやっています

けども、これ絶対に削減できません。やめた

ほうがいいですよ。こんなあほなこと。論理

的にこれはコストは下がらないですよ。なぜ

かというと、要するにこういう施設から出る

ときは自治体の直営でやる場合それで、細か

くいうと、全部起債でやったとしますよ。補

助金があってもいいけど、PFYも同じ条件、

補助金が出ますからね。それは関係なくて、

ポイントは起債で建てましたと。それで、建

てたものを毎年毎年償還していきますね。自

治体の本当のコストというのは償還費なんで

すよ。だって、起債の場合は誰かから借りて

お金出してるから、自治体の財布は傷まない。

本当のコストは償還費、起債償還なんですね。

なので、PFYは民間の業者にお金集めさせて

出させて、それで、民間の業者に運営させて、

それで、その委託費を毎年出す。だから、同
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じなのです。形態は同じなのですね。昔なん

か財政負担平準化とか、あほなことを言って

いる財政学者はいっぱいいますけど、そんな

ことはまったくなくて、財政運用はまったく

同じなんです。それで、問題は起債償還と委

託費とどっちが安いかという話です。これは

起債償還のほうが安くなります。なぜかとい

うと、自治体がお金借りる場合と業者がお金

借りる場合と、どっちが信用するかという話

です。業者より信用ない自治体というのはた

ぶんないと思うんです。この業者より信頼な

いから、おまえちょっと金利を高く払えみた

いに言われる自治体はたぶんないと思います。

金利がまず安なります。

もう一つは、業者が建てて運営して委託費

を払うんですけども、そのときに業者に利益

入れて払わんといけないわけです。利益を入

れなかったったのなら、なんのために業者やっ

てんか分からへんじゃないですか。その利益

分がある。この二つの理由で必ずPFYが論理

的に高くなるはずですね。なのに、国のほう

はなんかやれやれやれ言うてますが、もう意

味が分かりません。それで、学会とかでもこ

んなあほな議論はないですね。そりゃあ個別

で見て特殊な事情でというのはありえます。

特殊な事情というのは例えば施設つくります。

その業者にしたら儲ける事業をやってもらう

わけですよ。なんかゲームセンターとかなん

とかやってもらうわけですよ。それで、その

設ける事業をさせているんだから、委託費ちょっ

と負けてくれよとか、それはありますよ。そ

れはあるんだけども、それが公共の施設で相

応しいかどうか別の議論です。公共施設例え

ば小学校PFYやったと、下をゲームセンター

にされたら、なんともならん話でそれはまた

別の議論があるわけですけど、同じものを建

てるとしたらぜったいにPFYのほうが高くな

ります。PFYの業者は効率でいい。そんなプ

ロポーザル方式でやったら一緒やないかみた

いな話で、絶対高くなるのです。

いつも相談する某大阪の自治体があるのん

ですけど、総務部長さんにいつも電話するん

ですけど、それで、この前ちょっと会ったと

きに、「先生この前うちちょっとPFY初めて

やったんですわ。初めて給食センターの建て

替えでやった」。「なんでそんなあほなこと

やったんですか」って言ったら、「そうでしょ」っ

て言われて、それで、聞いてみたらその自治

体は財政状況がいいので、金利は１％超えな

いんです。大体コンマ0.8とか0.6％です。と

ころが、PFY言うたら６％なんだと。「何を

やってんですか」と言ったら、「そうなんで

すよ、でも、あれ教育委員会がかってにやっ

てしまったんですわ」と言うてね。それで、

これからそういうのはもう統括統合して審査

するような機関つくりたいみたいな話を、僕

のとこに相談しにきはったんですね。だから、

もうあほなことやめたほうがいいですわ、ほ

んまにね。でも、相模原の場合は取り合えず

１割ぐらい入れておかないと、まずいやろう

ということで１割にした言うてましたわ。な

んの根拠もないです。

秦野市の例

それで、秦野市も神奈川県秦野市で非常に

先駆的にやってきたところですけども、ちょっ

とポイントだけお話すると、やはりここはや

はり大事だなというふうに思ったのは、まち

づくりの視点から公共施設の統廃合考えると

いうことなんです。当たり前ですけど、それ

で、その観点から言うと秦野市はよう考えて

はると思ったのは、市街化区域の特に便利な

とこほど土地は売らわけですわ、土地は売ら

ん。本当は売ってマンションにしたら人口入っ

てくるとか考えるけど、売らない。それで、

なぜかというと、ここは高齢化がどんどん進

んでいくとこなので、高齢者が増えるわけで

す。高齢者が増えると、当然その高齢者関係

の施設ができてくる。公は減らそうとしてい

ますからつくりません。民間がつくってくれ

ます。民間事業者がつくるとき、どこへつく

るかっていうと、不便なところにつくるので

す。なぜかというと、土地が安いからです。

民間業者は運営が大変ですから、土地高いと
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こでできないわけで、周辺につくるわけです。

そうすると、町がどうなるのかというと、

朝、民間の業者さんに迎えに来てもらって、

お家まで連れて帰ってもらって、昼間いなく

なるわけです。これが、本当に望ましいのかっ

て考えるわけです。本来は、朝お父さんお母

さんが、会社に行ったり家の用事の合間に、

おじいちゃんおばあちゃんを連れて来て見て

もらう。お孫さんなんか学校行って、帰りに

寄ると、おじいちゃんおばあちゃん元気にやっ

てる。そこで、おじいちゃんおばあちゃんに

また一緒に遊んでもらうと。ほかのおじいちゃ

んおばあちゃん含めて遊んでもらうと。で、

情操教育になって、帰っていく。お父さんが

会社、帰りのときに寄って、おじいちゃんお

ばあちゃんを歩いて連れて帰る。これが理想

だと。それだと、コミュニティって成り立ち

ますよね。世代をまたいで。

それを考えたときに、放置しちゃあかんと。

やっぱり真ん中のところに、そういう業者さ

んに入ってもらわないかんということで、公

の土地はできるだけ残して、社会福祉法人に

貸す。売ったり所有権が渡ってしまうと、ま

たパチンコ屋さんできたりしますから、これ

はいけない。こういう方針でこうやっていく。

これが示唆するのはまちづくりの計画、ここ

から考えるの大事だということです。

北九州市の例

北九州市はおそらく、日本で一番ラディカ

ルにやる。ラディカルっていうのは、急進的

に一気にやろうとするんです。門司港という

地区があります、門司地区です。北九州市か

ら電車で10分ちょっとぐらいのところで終点

です。ずっと市街地があるんですけれど、真

ん中にぐっと集めてくる計画をしています。

その鍵を握るのが、この辺りにある公共施設

なんです。これを一気に統廃合して、やって

しまうと。真ん中のほうに、マンションがいっ

ぱい建っています。公共施設の跡地をマンショ

ンにして、そこに人を集めてくるという計画

を立てています。

門司地区というところもあります。ややこ

しいですけれど、門司地区も同じような視点

でやるということです。どれぐらいの統廃合

やるかっていうと、門司港地区に比べると、

いろんな施設があるんですけれど、それを一

気に真ん中に持ってくると。まだ、こっちの

選定がうまくいっていないのですが、門司港

駅の周辺に持ってくるという計画を立ててい

ます。複合施設にするのです。時期見たらびっ

くりしますよ。集約化に向けた利用者調整、

2016年から始まっているんで、19年で終わる

んです。で、集約先の検討が17年度で終わっ

ていると。まだ終わってないです、実は。候

補二つまでに絞られて終わっていないんです。

複合施設の整備が、2020年で終わるというこ

とで、ものすごい早いペースです。で、住民

説明会をたくさんやっているんですけれども、

実はほとんどの人知りません。行政のほうは

やったやったと言うのですが、やはりできて

いないんです。だから、やり方変えなあかん。

もっと丁寧に、身近な単位でやってくとか考

えないとだめですね。で、今すごくもめてま

す。門司地区も同じです。

で、住民の側の人たちが困っているのは、

働きかけ方が分からんと。やはり問題は、区

役所の権限がないっていうことです。区役所

があれば、そこが窓口になるんでいけるんで

す。それがないので、政令指定都市、北九州

市、門司地区の人たちのほういっても、相手

してくれないっていう、そういうものなんで

す。

浜松の例

浜松市はご承知のように大合併したところ

です。３市８町１村。日本で二番目に面積も

大きいし、合併した自治体の数も多いです。

浜松は、先に結果だけ。集中的にやったのが、

2008年から2014年。この年で統廃合をやった。

すごいです、削減施設数が413ですから。閉

鎖から改築までいろいろありますけれども、

閉鎖が一番多いです。今もう450ぐらいです。

どこが合併されたかっていうと、新幹線駅
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の浜松駅は旧の浜松市です。上のほう、天竜

地区っていうのかな。ぐわあっと合併したん

です。上のほうの施設はほとんどなくなって

います。まさに、国が描いたコンパクトシティ

です。どんな合併計画作ったのかは知りませ

んけれども、もう悲惨な状態になっています。

真ん中のほうはほとんど減っていない。真ん

中から残しましょうと。こういうふうになる

わけです。

なんでそんなことができたかっていうと、

施設評価です。これは、先ほど言うように、

街づくりがどうこうじゃなくて、個別の公共

施設あるじゃないですか。それについて評価

するんです。この施設カルテっていうのをつ

くるんです。施設ごとに、職員の数何ぼかっ

て、金がどれだけかかって、利用状況で光熱

費がどれだけかかってるのかっていったこと

を５年間、施設ごとにやる。そのカルテに基

づいて、この施設を廃止するか残すかを決め

るわけです。つまり、まちづくりがあって、

これは残そうとかではないのです。個別の施

設で廃止とか決めているわけです。じゃあ、

街づくりはどうなるんだといったら、施設が

なくなった後がまちづくりの結果になってる

のです。ちょうどさっきの秦野市とかとは逆

の見方ということです。

だから実行力あるんですよ。これはある種

の問答無用、もうカルテの問答無用です。だ

からあれだけの実行力が持ちうるんです。一

つずつ話でもしてたら、400は削れないとい

うことです。

堺市の例

堺市は全部残すって話です、長寿命化して。

長寿命化しない場合、建て替えの費用が大体

９千億円。長寿命化した場合では、８千億円

ぐらいでいけるだろうということです。まあ

１千億円ぐらい浮くだろうと。もちろん統廃

合したら、さらに安くなるのです。安くなる

のですけれども、小学校区単位でもコミュニ

ティー活動を重視していますので、そういっ

た中での統廃合をするっていうのは、いった

い何やってくれるのかという話になるので、

こういう選択をしたっていうことです。

長寿命化していったいどれぐらい金が不足

するかというと年間10億円です。政令指定都

市の堺ですから、出せないお金じゃないんで

す。これは辛抱してやっていこうというふう

に決断したんです。延べ床面積でいったら、

２パーセント削減です。２パーセントなら、

ちょっといけそうじゃないですか。そういう

選択をされたっていうことです。長寿命化す

るとなると、ほとんど建て替えのようにみえ

ますけれども、大規模改修に置き換えること

で、この分、お金が浮く。それでも足らない

分は、２パーセントの年間削減とか、10億円

の予算、建設費の削減っていうことで、何と

かやっていきましょうっていうのが堺市です。

これがだから財政制度でも有利になっている。

つまり統廃合やっても長寿命化しても差別あ

りません。差別がないので、こういう選択が

できやすくなったということです。

さいたま市の住民参加型ワークショップ方式

これはさいたま市の住民参加の事例です。平

成23年度予算。で、建て替えがこれになる。

だからこの分が赤字になる。こういう計算に

なるわけです。どうやって浮かすんだという

形で、統廃合していくということです。統廃

合していくんですけれども、ここが取り入れ

たのは住民参加型ワークショップ。聞こえが

いいですね、住民参加型ワークショップ。ワー

クショップって、集まってつくっていくとい

う話で、こんなのこうしてつくるとかという

話です。写真では、にぎやかな感じでやって

います。このワークショップについて、埼玉

市、非常に特徴的なんです。２年間、準備期

間期入れると３年間かけてやりました。３年

間かけてやって、かかったお金が1600万円で

す。参加者は市民の方です。

これ私、３年ぐらい前に 初行ったときに、

全然評価しなかったんです。その理由は二つ。

一つは、参加者の方が少ない。特に地区の

人が少ないんです。これ、ある地区の小学校

の建て替えに合わせた複合施設管理ですから
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小学校区の住民が相手なのに、10人やそこら

の人が参加したからといって、住民の声を反

映しているっていう正当性がもちうるかって

いうことです。ワークショップ方式の限界な

のです。ワークショップで資料作成のマニュ

アルをつくっていますが、はっきり書いてい

ます。30名まで、ワークショップでは。当然

ですけれども30名ぐらいしか話ができない。

それが少なすぎたということですね。

もう一つが住民の人が一生懸命つくった計

画。つくったけれど、それはそのまま建てる

んですか。行政は首を振らなかったのです、

一切。つまり、住民の人がつくったら、デラッ

クスなものできるかもしれないじゃないです

か。あれもつくってくれ、これもつくってく

れって。自治体が想定している予算でやるわ

けです。それ超えたときどうするのっていう

のがあるわけです。

で、もう一つは、こういう施設をつくると

きはプロポーザル方式、提案型で業者さんが

つくることが圧倒的に多いわけですよ、うち

はこんなんつくりますと、ああいうのをつく

りますっていう。その中から、値段が安くて

機能のいいものが落札されるわけです。その

ときに、その機能の中に、住民がつくったや

つがどれだけ反映されているかどうかって分

かるわけですよ。大体、機能性っていった場

合、建物の機能っていうのは、その業者さん

が実績あるかどうかが一番大き

いのです。これは、指名競争入

札のときは、こいつは大丈夫や

なっていうとこを実際指名する

わけだけれども、一般競争入札

で誰が入ってくるか分からない

から、どこでそれを担保するかっ

て、工事実績なんです。

そういった中で、住民がつくっ

たデザインの点数っていうのは、

これは小さくなる場合が多いわ

けです。それ、どうするんです

かといったとき、お答えがなかっ

たのです。こんないい加減なこ

とないわけですよ。つまり、２年も３年も住

民の手が入っていて、話し合いをしたけれど、

あとどうなるか分かりませんでした、皆さん

ご苦労さんみたいな。こんなええ加減な話な

いだろって感じ、というふうで評価しなかっ

たんです。

で、これ、まあ風景ですわ、すごいことを

やっています。例えばですね、模型をつくっ

てるんですね。大学の研究室で模型つくって、

ねえ。で、小学校だけでなく周辺も。やっぱ

安全っていうのが一番大事ですからね。で、

これファイバースコープ通して見る。通学は

こうなりますとかいうのをやってるわけ、映

し出してこうやってるわけですよ。すごいで

すよ、ここまでやっているわけですね。

私、去年2017年にまだ当時の担当者がいてで

すね、また来てくださったんですかとかって

ね。で、同じ質問したら、胸張って答えてま

したわ。

一つは、住民の数が少ないってことがあっ

たでしょう。それは、意見交換会とか模型展

示会っていうふうにね、もうとにかくやるわ

けです、夜。で、その地区の候補にどう、そ

れやりますとか、候補地今ワークショップで

こんなんやってますと流すわけですよ。で、

この展示会のとこで、職員が撒いて呼び込み

するわけです。実際来るのは多いときで60名

なんですけれども、住民の人は分かるわけで
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すよ、あ、行政は我々のこと聞こうとしてる

なっていうの分かるわけです。実際には行っ

てないけど。だから反対が出てこないんです。

つまりね、ワークショップっていうのは人数

少なくてもね、行政はちゃんと声を聞こうと

してる。きちんとワークショップを補完する

形の取り組みをやらないとあかんっていうこ

とを示しているわけです。

で、もう一つはね、さっきの住民がつくっ

たのをどうするんですか、もうそのままつく

りますと言いました。で、その段階では、値

段がいくらになるのかとか、全然分からない

んです。もう、基本請求終わらへんと分から

へんけどね、もうその前段階。でもつくりま

すと、金がいくらかかってもかまいませんと。

金いくらかかってもかまわない。これはね、

やっぱ行政としての責任の取り方ですよ、住

民参加に対する。それぐらいの腹据えたこと

やらんとね、適当に住民参加とかやるべきじゃ

ないと、私は思います。で、それをやるとい

うことを言っていたので、前、ケチョンケチョ

ンに言っていた評価を変えました。変えて慌

ててですね、慌てて自分の大学の紀要にです

ね、続編っていうことで評価を180度変えま

したね。

新潟市－立地と施設整備への住民参加

同じようにですね、新潟市も住民参加のワー

クショップはちょっと違うんですね。さいた

ま市と似ています。こう、ワークショップやっ

て、ニューズレター出してとかね、こうオー

プンハウスやって、なんかこう似てます。似

てるんですが、参加人数が少ないんですよ。

で、そこも似てるんです。何が違うかってい

うことですね、複合する施設。門司地区のな

んか、そればらばらありました。あれをね、

どこにどれを配置するかっていうことも、ワー

クショップでやるんですね。

先ほどのさいたま市の場合は、もうここに

決まってるわけです。小学校の跡地と決まっ

てるわけです、つくるところは。で、新潟の

場合はですね、あの複数ある施設を、ここに

これとこれ集めようっていうこともやるわけ

ですよね。これはだから農村型っていうのか

な。新潟市って政令指定都市ですけど、実際

は新潟県 大の農業生産都市ですから、ここ

も農村型なんですね。それをね、それぞれの

コンセプトに合わせてっていうのは大変やっ

たと思いますけど、これやられるわけです。

まだパターンがいろいろあるわけですね。

金いくらかかってもいいのかと言ったら、

それはあかんって言ってましたね。で、あか

んのでどうしてるのかっていうと、これある

区役所の取り組みとしてやってるんですけど

ね、区役所の専門の、建設専門の人が入って、

値段をちゃんと絶えずチェックするらしいで

すわ、どれぐらいかかりそうかチェックする

らしいんですね。で、そのアドバイス入れな

がら、そこで調整しながら、ワークショップ

をやる。だから、そのワークショップの中に

お金の問題など織り込みながらつくっていま

す。で、先ほどさいたま市の場合は、いくら

かかったか分からへんけれども、まあ全部つ

くる、全部金かけてやるんだという話ですね。

だから金の問題が気になるときは、こういう

つくってるときから入らないとね、後から大

変になるということです。

飯田市—下からの公共施設計画づくり

飯田市は面白いですよ。これは地方でつくっ

ている基本構想ですね。総合計のです地方で

伊賀良地区の。地区ですけどね。で、これを

10年単位でつくって街づくりやってもらうと。

で、それが予算に反映するっていうことでね、

そういう分計型の予算運営をやっているので

すね。で、で、この中には、当然いろんな公

共施設が入ってるわけです。それどう使うかっ

ていうわけで、そんな中で上から公共施設統

廃合とかはあり得ないということになるわけ

です。あり得ないんだけれども、この問題は

やっぱり国からも言われているとおり、確か

に大事だなということで、一応まとめるので

すけれども、何ぼ削るかって数字目標出しま

せん。

何やったかっていうと、これね、新潟の場
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合も同じなんです。新潟もたぶんね、飯田市

のこれで並んでいると思うんですけれども、

公共施設っていうのは、例えば地方公民館と

かそういうのは全市的な施設だけれども、ほ

とんどの施設は地区に依存するものだと。だ

から地区別の施設として、地域別の検討会を

設けよう。話し合ってどうするのか決めてお

いてくれという話で、今もずうっと話し合い

やってます。その中からもこれはいらんのと

ちゃうかみたいな事例が出てきてます。行政

に返すわみたいなのも出てきてるわけです。

で、先ほどの公共施設と相互関係、やっぱ

りつくらなあかんかったわけですよ、嫌やっ

たけどつくったと言うてました。で、ちなみ

に、先ほどの相模原市へ飯田市の職員行った

とき、ああいう橋はつくらんとこう思ったら

しいですね、こんなんつくった大変なことに

なると、我が町では。で、そういう中でつく

られた、公共施設と相互関係でね。で、これ

で、まあなんかイメージ図で地域別の検討会

議にかけるということで。

これは、一応国の指針では削減の目標を書

かなあかんわけです。金がこんだけやから人

口はなんぼですって。だけど削減の目標って

ないわけでしょう。なんて書いてるかってい

うと。どれだけ削減するか住民が決めます。

で、これ取りまとめて長野県庁持って行った

とき、「これ変わった計画ですね」、「そりゃ

変わってるわなと、国に認められるかどうか

分からん」って言われましたと。そして国へ

持っていったら、それが認められたのです。

で、これ何をやろうとしてるかっていうと、

もうどうするかって話し合ことはできてるわ

けですわ。で、それを数字にし、それを使っ

て皆さんが活用して、地域を盛り立ててくだ

さいということ言ってるわけです。

で、例えばこれ一番上、こういった事例が

あるんです。これは飯田市内から車で１時間

ぐらい行ったところの千代地区の保育園。で、

子どもの数が一桁。一桁やったら、県の補助

金がなくなるので維持できない。潰すってい

うのが市の方針であったんだけれども、その

地域の住民たちがそれに反対したわけですよ。

この地区から保育園なくなったらほんまに地

獄みたいなとこやと、ねえ、子どもたちおる

からやってけると。じゃあじゃあどうするん

ですか補助金ないけど。で、自分たちで社会

福祉法人を立ち上げるわけです。みんながお

金出し合って立ち上げるわけです。あんたん

とこも来年保育園行かすんやろと、ちょっと

他へ行くんならうちんとこへ来へんかと。み

んなで子どもを支えるからって、やるわけで

すから。そしたら、子どもの数がどんどん増

えてくるんです。どんどん増えてきて、しま

いに前の定員の数を超えてしまった。という

取り組み。

ちなみにここには、経済財政諮問会議の委

員とかも行っています。小ちゃい保育園です

よ。行ってるんですよ。国のほうが知恵がな

いんですよ、地域の、地方に自主性をとか、

自助の精神でとか言うてますけど、要するに

国はできない。だから、こういう小さな取り

組み、小さいように見える取り組みでもね、

やっぱり重要やと思っていくわけ、それが補

助金なんです。

おわりに

まだ縮小するときの原則って、はっきりし

ないのです。拡大するときには、例えば昔松

下圭一さんとかがね、シビルミニマム論とか

言って一世風靡しましたね。縮小するときの

原則っていうのがまだはっきりしてないので

すよ。ただ、今日ご紹介したような事例の中

で、やっぱり自治体が地域に向き合って、ど

うするかっていうのを考えているわけですね。

当面はいろんなパターンがあります。浜松市

はあんまり向いてないと思いますけれども、

やっぱり住民に向き合いながらね、自治体も

悩みながら、住民も悩みながら、やっぱり原

則ってなんだろうっていうことを考えながら、

やっぱ人口減少とか予算がないっていうこと

に対して、取り組んでいくってことやと思い

ます。

ちなみに私はね、全く全部残すっていうこ
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とはあり得ないと思うのです。これだけ人口

が減ってくると、よう使われないのが出てき

ますよ。で、そのときに大事なのが、上から

じゃなくて、やっぱ住民のもんですからね、

やっぱ住民の意思っていうものが強く反映し

ないといけない。そういう取り組みを、ワー

クショップでやったりして、そのときに住民

がやっぱ納得できるようになることですから、

嫌やけど納得できる。それは時間がかかりま

す。

で、それで浮いたお金をこういうふうに使

いたいと。子どもたちの小学校はなくなるけ

ど、そのためにそのお金で子どもたちのこう

いう施策をやりたいとかね。で、そういう納

得っていうのをこう追求していくっていうこ

とがね、今多くの自治体に問われていると思

うんですね。特に都市自治体ではなかなか難

しいんですけれども、それをやっていく以外

に行政と住民が不信感をつくり上げることな

く、同じ地域の自治体として一緒に取り組ん

でいくっていう、そういうまちづくりはでき

ないだろうなって思います。そういう点で、

街づくりによる住民参加っていうのは、公共

施設の再編、縮小のときの原則になってくる

ということです。
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